
１ 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　満期保有目的の債券 …… 償却原価法(定額法)を採用している。

（2） 固定資産の減価償却の方法

　　　　有形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。

（3） リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「その他固定資産」中のリース資産の減価償却は、

　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（4）  求償債権の償却

「求償債権償却事務取扱要領」に基づき実施している。

（5） 引当金の計上基準

①　保証債務損失引当金 保証債務にかかる損失に備えるため、期末における保証債務残高に対

し回収見積額を控除した過去３年間の保証履行実績率を基準として、

保証履行によって発生する損失見込額を計上している。

②　求償債権償却引当金 求償債権の貸倒れによる損失に備えるため、期末求償債権残高から過

去３年間の求償債権回収率を考慮した額を控除し、その残額を計上し

ている。

③　退 職 給 付 引 当 金 職員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務の見込

額を計上している。

なお、退職給付債務の計算については、簡便法を採用している。

役員の退職給付に備えるため、内規に基づき算定した当年度末におけ

る退職慰労金の見込額を計上している。

        キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手元現金、随時引き出し可能な預金からなっている。 

（7） 消費税等の会計処理

税込み方式によっている。

６ 財務諸表に対する注記

　　「公益法人会計基準」（内閣府公益認定等委員会　平成２０年４月１１日　平成２１年１０月１６日改正）

 を採用している。

④　役員退職慰労引当金

（6） キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲



２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

 　円滑化法求償債権償却対応積立資金（特定費用準備資金）から18百万円取り崩した。

（単位：円）

基本財産
普通預金
定期預金
投資有価証券

特定資産

３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。

基本財産

普通預金

定期預金

投資有価証券

特定資産

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

合　　　計

14,494,637                  

退 職 給 付 引 当 資 産

-                        -                        

当期末残高

(5,046,000,000)

(1,621,000,000)

(300,000,000)

-                        

(35,832,992,233)

-                        

-                        保証利用促進活動対応準備資金 5,046,000,000

17,915,004                       45,901,680                  

(14,700,000,000)

-                        -                        

26,233,518                       

5,046,000,000      

29,099,860,526

78,212,938

66,131,707

14,900,287,062

21,500,000

1,621,000,000      

　 　　(単位：円)

(14,600,287,062)

5,739,970,000      

6,700,530,746      債務保証事業積立資産 28,099,329,780   

小　　　計

62,490,787         

科　　　　　目

1,621,000,000

債務保証事業積立資産

小　　　計

円滑化法求償債権償却対応積立資金

35,832,992,233

(300,000,000)

当期末残高

29,099,860,526     
21,970,000          

18,000,000          

(29,099,860,526)

-                        

15,000,000,000

  うち指定正味財産
  からの充当額

-                        

35,832,992,233     

-                        

-                        

5,700,000,000      
66,131,707           

  うち負債に対応する
　額

50,832,992,233     

(21,500,000)

-                        

(78,212,938)

(14,700,000,000)

-                        

21,500,000           

25,610,920          

  うち一般正味財産
  からの充当額

21,500,000         

15,000,000,000   

小　　　計

合　　　計

-                        

(300,000,000)

円滑化法求償債権償却対応積立資金

退 職 給 付 引 当 資 産

6,726,141,666      
7,926,310,405      

-                        

6,940,138,739      

5,046,000,000     
1,639,000,000     

保証利用促進活動対応準備資金

34,846,820,567   
49,846,820,567   

1,200,168,739      小　　　計

-                        -                        

-                        

41,617,445                         

(66,131,707)-                        

当期増加額

78,281,065         

1,200,168,739      

当期減少額 当期末残高

-                        -                        

15,000,000,000     
14,900,287,062     1,199,931,873      14,900,218,935   1,200,000,000      

168,739              236,866               78,212,938           

科　　　　　目 前期末残高

50,832,992,233

13,630,761                         

　　 　(単位：円)

39,864,279                  
8                                       建　　　　物

ソフトウエア

取得価額科　　　目

27,986,676                         
合　　　計 100,260,596                 58,643,151                       

14,494,629                       
減価償却累計額

(35,832,992,233)

リース資産



５ 金融商品の状況に関する事項

　 ア　資産運用規程に基づく取引

        金融商品の取引は、当法人の資産運用規程に基づき行う。

　 イ　信用リスクの管理

        発行体の状況を定期的に把握している。

　 ウ　市場リスクの管理

        時価を定期的に把握し、理事会に報告する。

    期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りである。

　特定資産　債務保証事業積立資産

(注)　金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　   投資有価証券及び債務保証事業積立資産

 これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっている。

６ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

特定資産　債務保証事業積立資産

（第59回政府保証地方公共団体金融
 機構債他31件）

8,500,000,000      8,315,960,000      ▲ 184,040,000

10,499,995,492    10,396,930,000    ▲ 103,065,492

(第184回政府保証日本高速道路保有
 ・債務返済機構債他67件)

16,710,520,000    

　事業債

　国　 債

 地方債

　事業債

(第328回利付国債他4件)

(平成24年度第10回埼玉県公募公債
 他58件）

　基本財産　投資有価証券 14,692,250,000 ▲ 208,037,062

      1,604,400,000 4,534,966

合　　　計 44,000,147,588    43,404,100,000    ▲ 596,047,588

小　　　計 29,099,860,526    28,711,850,000    ▲ 388,010,526

基本財産

      2,200,287,062       2,216,940,000 16,652,938

 地方債 （第731回東京都公募公債他17件）

　国　 債 （第333回利付国債他3件）

4,200,000,000      4,159,350,000      ▲ 40,650,000

小　　　計 14,900,287,062    14,692,250,000    ▲ 208,037,062

      1,599,865,034

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

　　  当法人は、公益目的事業の財源の相当部分を運用益によって賄うため、預貯金及び元本保証の

   確定利付の国内債券により資産運用する。

14,900,287,062 

▲ 388,010,52629,099,860,526 

貸借対照表計上額

(1)　金融商品に対する取り組み方針

差   　 額

(２)　金融商品の内容及びそのリスク

(単位：円)

時　　価

28,711,850,000 

17,000,000,000    ▲ 289,480,000

　　　投資有価証券は、債券であり、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさらされている。

(３)　金融商品にかかるリスク管理体制

(４)  金融商品の時価等に関する事項

科　　　　目

(単位：円)



７ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

経常収益への振替額

基本財産受取利息

８ キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（１）　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている金額との関係は以下のとおりである。

（2）　重要な非資金取引は、以下のとおりである。

該当事項なし。

９ リース取引関係

 

10　退職給付関係　　

        退職一時金制度を採用している。

        退職給付債務　 　　 66,131,707円     退職給付引当金　　 66,131,707円

        勤務費用　　  　  　   25,610,920円　　退職給付費用　　　  25,610,920円

        （注）退職給付債務の算定方法として、簡便法を採用している。

（３）　退職給付費用に関する事項

　　  リース資産の内容

リース資産　……　システム関連固定資産（サーバー及びパソコン等）である。

（１）　採用している退職給付制度の概要

（２）　退職給付債務に関する事項

(単位：円）
前期末 当期末

現金預金勘定        　　　　  　　           5,627,530,424

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 　　　　　          - 

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

現金及び現金同等物                        5,627,530,424

現金預金勘定        　　　　                 4,657,713,257

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 　　            　  -

現金及び現金同等物                        4,657,713,257

内　　　　　容 金　　額

1,060,358

合　　　　計 1,060,358           


